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中目標 具体的な取組大目標

①博士後期課程学生の処遇
向上とキャリアパスの拡大

②大学等において若手研究者
が活躍できる環境を整備

④基礎研究・学術研究の振興

③女性研究者の活躍促進

⑤国際共同研究・国際頭脳
循環の推進

⑥研究時間の確保

⑦人文・社会科学の振興と
総合知の創出

⑧競争的研究費制度の一体
的改革

優秀な若者が、
誇りを持ち博士後期課程に
進学し、挑戦に踏み出す

基礎研究・学術研究から、研究
者への切れ目のない支援を含め、
多様で創発的な研究を促進する

研究人材の多様性が確保される

研究者の研究時間が確保される

多くの研究者が、海外研さん・海
外経験を積み、海外研究者との
ネットワークを構築する

多様な研究者が、多様な主体と
活発な知的交流を図り、研究の
多様性が進む

我が国のアカデミアが、分野の壁
を乗り越え、社会課題に向き合う

優秀な若者の博士後期課程への進学

博士号
取得者

女性研究者
全体

女性研究者
大学本務教員

女性研究者
博士後期

社会課題の解決に向けた「総合知」の推進

厚みのある基礎研究・学術研究の推進

「総合知」の創出・活用が進む
人文・社会科学の厚みのある

研究が進む

多様で卓越した研究成果に繋がる、
厚みのある研究が進む

ダイバーシティの確保、研究時間の確保、知の交流

数

割合

多
様
性
や
卓
越
性
を
持
っ
た

「
知
」を
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け
る
、

世
界
最
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水
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を
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あるべき姿とその実現に向けた方向性

特定テーマ「研究環境の再構築」は、ロジックチャートを踏まえると大きく分けて下図の４つの分析項目に分けられる。
評価専門調査会では、指標の変化の要因等を分析するにあたって、これらの分析項目に沿って進めてきた。

割合

割合

多
様
で
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越
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た
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究
を

生
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す
環
境
の
再
構
築

（１）
優秀な若者が、博士後期課程
進学後の将来の活躍に展望が描
ける状況となる

優秀な若者が、博士後期課程に
経済的な心配をしない

E

J

K

L

大学内事務
の割合

博士課程学生への
経済的支援

産業界の博士号
取得者採用者

若手教員比率

割合

M

若手ﾃﾆｭｱ教員
ﾃﾆｭｱﾄﾗｯｸ教員

F

G

H

I

女性研究者大学
新規採用割合
女性教員割合

教授等
数

割合N

O

分析項目２

分析項目３

分析項目４

分析項目１

サイエンス
マップ参画

総論文

特許に引用
される論文

新たな
研究力指標

割合

数

国際

国際
割合数

数

【参考指標】

D

Top10%
論文

A

B

C 数

割合

割合

国際

国際

割合数

?

数

割合

割合

ロジックチャートを用いた分析方針の整理
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論点１ ロジックチャートを用いた手法についての成果と課題

第142回評価専門調査会 P52
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基本計画のモニタリング・評価 経緯と今回の位置づけ

第5期基本計画までの状況 第6期基本計画での試み

全体

レビュー期間（フォローアップ調査期間）に評価が集中
• 5年に一度のレビュー時に作業が集中し、深掘りや結果の活用が困難。
調査分析と次のアクションへの連動が不十分
• レビュー調査時での観点は次期計画策定時の観点は異なる場合が
あった。

年度に分散して深掘り評価を実施（A-1～A-3）
• 複数年度で順次評価し、基本計画全体を評価する。
評価専調での議論と連動
• 評価作業には評価専調の意見が反映され、評価結果は評価専調
で議論して今後の取組に反映される仕組みとなった。

目標
（目的）

具体的目標が不明確で達成状況の評価が困難
• 理念的な大目標以外は、文章中に個別具体的な目標に相当する表
現が埋め込まれていた。

※レビュー調査においては、事後的に本文から目標的な記載を抜き出して分析されていた。

明示された目標に対して、達成状況の評価を実施（A-1）
• 基本計画の本文の中で、Society 5.0につながる大目標と、そこに至
るための中目標が明示されている。

• この目標を達成しているかという観点の評価を試行した。

指標

指標は設定されたが目標の達成状況の解釈が困難
• 第5期ではじめて目標値と主要指標（第1レイヤー）が設定された。
策定後、専調でさらに詳細な第2レイヤー指標が定義された。

• 指標と計画内容との関連が必ずしも明確ではなかったため、指標の変
化や目標値の達成が計画の目標の達成を意味するのか解釈が困難
だった。

※レビュー調査においては事後的に指標を設定して分析が行われていた。

指標によって目標の達成状況を評価（A-1）
• 基本計画の本文の中で、大目標、中目標が明示され、目標の状況
を表す主要指標、参考指標も明示されている。

• 指標の変化の把握に留まらず、目標を達成したかという視点から、指
標の内訳の分析、追加データの分析を試行した。

施策

基本計画の各項目について実施された施策の特定は困難
• 基本計画の記載内容について、どの施策が実施されたかを特定するこ
とが困難であり、計画の着実な実施の把握が困難。

※基本計画の進捗を測るための施策の収集はアドホックに実施されてきたが手法は未確立。

統合戦略等から施策の実施状況を分析（A-2）
• 基本計画と同じ構成を持つ統合背略の記載をもとに主要施策を特
定、行政事業レビューで内容を把握することにより、基本計画に対応
した具体的な取組（施策群）が着実に実施されているかの評価を
試行した。

ロジックチャート

ロジックチャートが存在せず、事後的な作成も困難
• 基本計画においてロジックチャートが示されていないため、目標・指標・
施策の関係が不明確。

• 事後的に作成して分析するしかなかったが、基本計画の記載が構造
化されておらず、作成自体が困難だった

ロジックチャートを活用して評価を実施（A-1～A-3）
• 基本計画の閣議決定時点で添付文書として作成されている。
• 目標の階層関係、目標と指標の対応、施策との関係が示されたため、
評価に活用。

• 目標と取組を比較した要因分析が体系的に可能（A-3）
第142回評価専門調査会 P53 2022/3/8
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ロジックチャートを作成した意義

ロジックを共有

ロジックチャートを
作成して共有しな
がら計画を策定
 体系的で構造化され
た基本計画が策定さ
れた。

指標による進捗把握

ロジックに対応し
た適切な指標を

設定
 指標の意味が明確と
となり、計画の進捗を
測れるようになった。

要因分析

ロジックに沿って
進捗の要因を

分析
 進捗の要因がどの段
階にあるのか、分析で
きるようになった。

基本計画の策定後基本計画の策定時

第142回評価専門調査会 P54
2022/3/8
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分析事項 分析の考え方 分析のアプローチ
A-1 基本計画の目標が達成さ

れているか。
 指標の変化等に着目し、基本計画の目標がどの程度
達成されているか。

 指標の分析から得られる、目標の達成に向けた課題は
何か。

※目標とは、最終的には「Society 5.0の実現」や「大目標」であるとの認識を
意識する一方で、 まずは、「中目標」の達成に向けた、ロジックチャート上
の構成要素と想定。数値目標が設定された主要指標等を中心に定量
的・定性的に分析。

 既に設定されている指標（主要指標、参
考指標）の内訳分析等を実施。

 先行調査、e-CSTI等から追加データのリスト
アップ。

A-2 基本計画に対応した具体的な
取組（施策群）が着実に実
施されているか。

 基本計画の目標の達成に向けて、基本計画及び統合イノ
ベーション戦略（年次戦略）に記載されている具体的な
取組（施策群）が着実に実施されているか。

 施策群の構成や濃淡はあるか。過年度との比較し、施策群
が強化されている点は何か。

 各府省の連携、役割分担は適切か。
※ 個々の施策の是非に着目するのではなく施策群として分析。

 基本計画及び年次戦略に基づき、具体的
な取組（施策群）を要素分解し、（ロジッ
クチャートのような形で）各省施策を分類・
図式化する。

 基本計画及び年次戦略の記載内容につい
て、行政事業レビューや科学技術関係予算
等の施策と対応、詳細情報を把握。

A-3 基本計画の進捗に影響を与え
ている要因と、改善に向けて対
応すべき課題は何か。

 目標の達成に向けて施策群が機能しているか。
 指標の変化や、施策群の強度等の関係から、進捗に影響
を与えている要因は何か。

 さらに進捗を促す必要がある重要課題と、追加的に考えら
れる対策は何か。

 今後さらに詳細な評価・分析が必要な重要課題等は何か。

 指標の変化等や、施策群の実施状況・強
度の関係等を分析。

 先行文献調査等により詳細情報を加え、
重要課題、追加的に考えられる対策を検討。

B ロジックチャートや指標の設定等
で改善すべき点はあるか。

 外部環境や進捗状況を考慮して、指標は適切に設定さ
れているか。ロジックチャートで上位要素と下位要素に
関係性は認められるか。改善すべき点はあるか。

 分析の結果、改善すべき点があれば
整理。

深掘り分析の進め方（全体像）

指標による
目標達成状況分析

施策実施状況分析

総合分析
（A1+A2）

分
析
項
目
１
～
３
そ
れ
ぞ
れ
に
つ
い
て
実
施

手法改善
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深掘り分析の試行によって手法上の課題を整理

A-1 A-２

A-1 A-２

A-1 A-２

分析を行って明らかになった手法上の成果と課題

A-3

A-3

A-3

成果 1
内訳分析等を行うことにより、目
標への到達状況と課題の所在を
より詳細に把握できた。

成果 2
施策群の見える化、フラッグシップ
施策の立ち上がりと基本計画の
方向性への貢献を示せた。

成果 3
目標の達成状況と施策の実施状
況を比較し、今後取り組むべき重
要課題を提示した。

成果 4
基本計画の記載をもとにしたロ
ジックチャートの構築方法を確立
することができた。

成果 5
指標が設定されていない部分、タ
イムラグが大きい部分等、指標
改善のポイントを明らかにした。

課題 1

課題 2

課題 3

課題 4

タイムラグが存在するため、施
策の効果を見るためにはデータ
や解釈に工夫が必要。
施策群を全体俯瞰するためには
効果的・効率的な情報収集方
法が必要。
限られた期間に要因や必要な対
応の特定を深めるためには、総
合分析対象の焦点化が必要。

基本計画の記載を解釈して補う
ことが必要な部分が存在する。

分析項目２

分析項目３

分析項目１

第142回評価専門調査会 P56 2022/3/8
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1. 各「目標」の記載、ロジックチャートを確認

・・・・・・・・
・・・・・・・・
・・・・・・・・
・・・・・

・・・・・・・・
・・・・・・・・
・・・・・・・・
・・・・・

・・・・・・・・
・・・・・・・・
・・・・・・・・
・・・・・

統計

e-CSTI

基本計画の大目標と目標、ロジックチャートに要素として示された目標の記載を確認

内訳・関連するデータの収集

2. 各「目標」に関連する追加データの収集
①設定されている既存指標について、全体傾向だけではなく内訳等も収集して達成状況を分析
②設定されている指標以外に追加データ（追加指標候補案）を収集して達成状況を分析

3.評価専調及び検討会による議論
指標と関連データから、目標の達成状
況を評価専調・検討会で議論

・・・・・・・・
・・・・・・・・
・・・・・・・・
・・・・・

・・・・・・・・
・・・・・・・・
・・・・・・・・
・・・・・

・・・・・・・・
・・・・・・・・
・・・・・・・・
・・・・・

先行調査

優秀な若者が、
誇りを持ち博士後期課程に
進学し、挑戦に踏み出す

優秀な若者の博士後期課程への進学

博士号
取得者 割合

優秀な若者が、博士後期課程
進学後の将来の活躍に展望が
描ける状況となる

優秀な若者が、博士後期課程に
経済的な心配をしない

博士課程学生への
経済的支援

産業界の博士号
取得者採用者

若手ﾃﾆｭｱ教員
ﾃﾆｭｱﾄﾗｯｸ教員
若手教員
比率

割合

割合

割合

?

E

F

G

H

I

A-1基本計画の目標が達成されているか。

指標による目標達成状況分析

イメージ

以下の視点を加えて総合的に検討
 指標の内訳や特定の区分（セグメント）にお

いて、進捗に偏りやばらつきはないか。
 一時的・特殊要因が指標に影響を与えてい

ないか。
 他の要因によって指標と目的の対応関係が

変化していないか。

※第6期基本計画では目標が具体的に記載され、ロジックチャートが作成されている。

第142回評価専門調査会 P57
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試行結果 A-1 指標による目標達成状況分析

人口百万人当たりの博士号取得者数
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英国
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米国

フランス

日本

中国

先進諸国が人口当たりの博士号取得者を伸ばすなか、日本は20年以上横ばいを続けている。
日本の博士号取得者数（分野別）

1,525 1,480 1,534 1,436 1,394 1,423 1,377 1,390 1,436 1,408 

3,954 3,758 3,693 3,599 3,636 3,456 3,538 3,275 3,243 3,246 

1,222 1,170 1,233 1,046 1,059 1,062 941 912 933 942 

6,241 5,762 6,315 6,229 6,106 6,099 5,856 6,181 6,206 6,205

2,016 
1,908 

1,956 1,849 1,894 1,648 1,621 1,612 1,549 1,590
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2,029 
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博士課程学生への
経済的支援

産業界の博士号
取得者採用者

若手教員比率

若手ﾃﾆｭｱ教員
ﾃﾆｭｱﾄﾗｯｸ教員

F
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I

E

優秀な若者が、博士後期
課程進学後の将来の活躍
に展望が描ける状況となる

優秀な若者が、博士後期
課程に経済的な心配をし
ない

優秀な若者が、
誇りを持ち博士後期課程に
進学し、挑戦に踏み出す

多
様
で
卓
越
し
た

研
究
を
生
み
出
す

環
境
の
再
構
築

明らかにすべき項目 分析結果（イメージ）
A-1 基本計画の目標が達

成されているか。
 主要・参考指標の多くでこれまでの状況（第5期期間）は停滞～悪化しており、必要な施策が実施されることなく、
このままの傾向が続けば主要指標の目標達成は困難。

 博士課程を取り巻く環境は全体的悪化。博士課程修了後のキャリアについては、産業界での採用者数や若手の
大学本務教員数は減少。追加指標からは、博士課程や若手研究者の置かれた環境悪化が確認できる。

 民間企業の研究開発者採用では、博士新卒は低調、修士新卒も減少し、学部新卒が増加傾向。規模が大き
な企業で博士課程修了者を採用する傾向がある一方、一度も採用したことがない企業も多い。

指標による
目標達成状況分析

内訳の
分析

関連する追加
データの分析

一部の目標については基本計画で
指標が未設定

基本計画以前の状況しか
把握できないタイムラグ

個別機関別データ等、一部の内訳データは収集できなかった

タイムラグが存在することから、現在の目標の達成状況は過去の取組
の成果だが、今後も計測して把握し、現基本計画の施策による効果
を見ていくべき

指標が上がった・下がった、目標達成・未達以上の課題の特定ができた
（特に進んでいる・進んでいないセクター等）

博士課程への進学状況と進学するための環境（意識調査）

指標データを収集して可視化

分野別、機関別等の内訳を確認

関連するデータも収集して分析

目標の達成状況を分析

成果 1 内訳分析等を行うことにより、目標への到達状況と課題の所在をより詳細に把握できた。

課題 1 タイムラグが存在するため、施策の効果を見るためにはデータや解釈に工夫が必要。

分野別、セクター別で分析を行うこ
とにより、相対的に傾向が把握でき、
属性別の状況に応じた取り組み方
策が立てやすくなる

機関別に達成状況を明らかにする
ことで、機関の取組（行動変容）
を促すことが期待できる

指標化されていないデータを見ることで、
目標が達成されているかを多角的に検討
（数値と現場研究者の実感の比較等）

基本計画の進捗がエビデン
スをもとに視覚的に表現さ
れ、把握しやすくなった

 P58
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1. 各「具体的な取組」の記載を確認
基本計画の「具体的な取組」、統合戦略の「実施状況・現状分析」の該当記載を確認

A-2 基本計画に紐づく具体的な取組（施策群）が着実に実施されているか。

施策実施状況分析

具体的な取組

①博士後期課程学生の処遇
向上とキャリアパスの拡大

②大学等において若手研究者
が活躍できる環境を整備

優秀な若者が、
誇りを持ち博士後期課程に
進学し、挑戦に踏み出す

優秀な若者の博士後期課程への進学

博士号
取得者 数

優秀な若者が、博士後期課程
進学後の将来の活躍に展望が描
ける状況となる

優秀な若者が、博士後期課程に
経済的な心配をしない

E

博士課程学生への
経済的支援

産業界の博士号
取得者採用者

若手教員比率

割合

若手ﾃﾆｭｱ教員
ﾃﾆｭｱﾄﾗｯｸ教員

F

G

H

I

割合数

?

数

イメージ

・・・・・・・・
・・・・・・・・
・・・・・・・・
・・・・・

・・・・・・・・
・・・・・・・・
・・・・・・・・
・・・・・

・・・・・・・・
・・・・・・・・
・・・・・・・・
・・・・・

科学技術関係予算情報

予算施策情報

当該「実施状況・現状分析」に関連する主要施策候補

2. 各「具体的な取組」に対応する施策の特定
統合戦略の「実施状況・現状分析」に対応する施策（主要施策）を収集

・・・・・・・・
・・・・・・・・
・・・・・・・・
・・・・・

・・・・・・・・
・・・・・・・・
・・・・・・・・
・・・・・

・・・・・・・・
・・・・・・・・
・・・・・・・・
・・・・・

行政事業レビュー

予算施策情報

公表情報や省庁担当者等から非
予算情報について情報収集

非予算情報

3. 「具体的な取組」毎の主要施策の分類・図式化

「具体的な取組」毎に情報整理
✔ 事業名・制度名リスト
✔ 投入予算
✔ 成果目標
✔ 成果実績（アウトカム）と成果指標
✔ 達成状況

3.評価専調及び検討会による議論

主要施策の関連データから、施策の
達成状況を評価専調・検討会で議論

以下の視点を加えて総合的に検討
 ロジックチャートで示された基本計画のそれぞれの目標や具体的取組に対してどのような

事業が実施され、どの規模の予算が投じられているか
 時系列で増加しているか・減少しているか

※第6期基本計画では「具体的な取組」において担当府省が具体的に記載されている。

第142回評価専門調査会 P59 2022/3/8



13
試行結果 A-2 施策実施状況分析

支援を必要とする学生の継続的な
分析・フォローアップ

特別研究員（DC）制度、奨学金制
度、授業料減免等による継続的な支
援

大学ファンドの運用益の活用やそれに
先駆けた支援強化

競争的研究費等からのRAとしての
適切な水準での給与支給

大学フェローシップ創設事業

2019年度に調査を実施【継続】

創発的研究推進基金の積み増しに
より約7000人に支援開始【2020年
度拡充】

継続的な支援【継続】

10兆円規模の大学ファンドの創設に
よる経済的支援【今後】

関係府省申合せ策定（RA経費等
の適正な支出）【2020年度拡充】

運営費交付金における授業料減免
予算の充実【2021年度拡充】

47大学、約1000人に支援開始
【2021年度拡充】

指導教員の評価への反映促進

長期有給インターンシップの開始

企業と大学のマッチング制度の創設

PEAKS等の場で検討【今後】

ジョブ型研究インターンシップ推進協
議会の開始【2021年度】

官民による若手研究者発掘支援事
業の開始【2020年度拡充】

統合イノベ戦略第6期基本計画

実施済・継続

今後実施

新規・大幅拡充
①博士後期課程学生の処遇向上とキャリアパスの拡大

学生への経済的支援

産業界等へのキャリアパス拡大

文部科学省先導的大学改革推進委託事業「博士課
程学生の経済的支援状況に係る調査研究」

2020年度予算：国立大学運営費交付金高等教育
修学支援新制度の授業料等減免分 264億円

2021年度予算：私立大学等経常費補助高等教育修
学支援新制度の授業料等減免分 1,892億円

2020年度：競争的研究費におけるRA経費等の適正
な支出の促進について（令和３年３月２６日）

第５０回総合科学技術・イノベーション会議議事要旨
（令和２年７月１６日）での指摘

2021年度：4.5兆円：政府出資0.5兆円（2020年
度第3次補正予算）・財政投融資4兆円（2021年
度）+4.9兆円（2022年度要求）→10兆円規模へ
2022年度：10億円のJST出資金（要求）

2021年度：科学技術イノベーション創出に向けた大学
フェローシップ創設事業
2021年度：24億円（補正等含む）
2022年度：38億円（要求）

官民による若手研究者発掘支援事業（NEDO・
AMED）
2021年度：17.7億円（補正等含む）
2022年度：19億円（概算要求）

ジョブ型研究インターンシップ推進協議会
※４５企業、４５大学により設立（令和３年８月１
０日時点）

創発的研究支援事業（うち、博士支援強化）
2020年度：26億円→800人支援

特別研究員制度事業 2022年度：170億円（要
求）
博士の奨学金業績優秀者返還免除の拡充（45%）

次世代研究者挑戦的研究プログラム2022年度：58
億円（要求）・2020年度174億円（補正）→6000
人支援

具体的な取組

①博士後期課程学生の処遇
向上とキャリアパスの拡大

府省 事業名
予算合計
（億円）

概算要求
（億円）

定量的な
成果指標

（アウトカム）
活動指標

（アウトプット） 政策評価
2019 2020 2021 2022

文部科
学省

国立大学法人の運営に必
要な経費 10,975.0 10,858.1 10,790.2 11,166.8

 国立大学法人法に基づく国立
大学法人評価委員会による業
務実績に関する評価において、
自ら定めた中期目標の前文に掲
げる「法人の基本的な目標」に則
して、計画的に取り組んでいると
認められる法人数

 交付法人数

 学部・学科改組/大学間連携を
含む改革構想を提案した国立大
学のうち当該構想を実現させた割
合

文部科
学省 私立大学等経常費補助 3,172.2 3,074.4 2,975.0 3,015.0

 教員1人当たり学生数
 学納金収入に対する教育研究

経費支出の割合

 補助割合（経常費補助金/経
常的経費）

 教育の質に係る客観的指標の増
額調整校の割合（％）

内閣府 世界と伍する研究大学の
実現に向けた大学ファンド - - - 10.0 （具体スキーム等を検討中） （具体スキーム等を検討中） -

文部科
学省 創発的研究支援事業 500 134 0.6 27

 採択された研究者（理学系）
による、職務活動全体に占める
研究活動時間の割合の平均

 採択された研究者（工・農学
系）による、職務活動全体に占
める研究活動時間の割合の平
均

 採択された研究者（医学系）
による、職務活動全体に占める
研究活動時間の割合の平均

 研究課題の採択件数
 創発の場の開催件数
 創発運営委員会の開催件数

文部科
学省

次世代研究者挑戦的研究
プログラム 0 174 0 58

 博士後期課程進学者数★
 博士後期課程進学率★
 本事業の支援大学において、プ

ログラムに参加し博士課程を修
了した学生の就職率★

 本プログラムにおける支援者数  40歳未満の大学本務教員数★

文部科
学省

科学技術イノベーション創
出に向けた大学フェローシッ
プ創設事業

- 3.8 24.2 38.5
 博士後期課程進学者数★
 博士後期課程進学率★
 本事業の支援大学における、博

士課程修了者を採用した企業
の数★

 支援大学におけるフェローシップ
の受給者数  40歳未満の大学本務教員数★

内閣府 大学支援フォーラム
PEAKS 0.4 0.6 0.6 1.5  大学・国研等における民間企業

からの共同研究の受入額

 全体会合および各ワーキンググ
ループ、委員会、海外研修プロ
グラム、及びその国内事前研修
の実施件数を活動指標とする。
※全体会合を年１回程度、各
「ワーキンググループ、委員会」を
年３回程度開催。

-

経済産
業省

官民による若手研究者発
掘支援事業 - 4.9 17.7 19

 助成終了テーマにおける平均特
許出願件数

 助成終了後から5年後の時点で、
実用化に至った研究テーマの採
択件数に占める比率

 プロジェクトの実施件数  企業から大学、国立研究開発法
人等への投資額

 博士後期課程進学者数
 博士後期課程進学率 等

博士後期課程への進学状況

基本計画の指標と同一/関連性の高い施策指標 基本計画の指標と関連性が低い施策指標

 理工農医の採択研究者における、職務活動全体に占める
研究活動時間の割合の平均 等

研究者の研究活動時間

 助成終了テーマにおける平均特許出願件数
 助成終了後から5年後の時点で、実用化に至った研究テーマ
の採択件数に占める比率 等

研究活動成果に基づく実用化の状況

 大学・国研等における民間企業からの共同研究の受入額 等
産学連携活動の状況

 研究課題の採択件数、創発の場の開催件数、創発運営委
員会の開催件数

 先端研究設備プラットフォームプログラムの課題の一機関当たり
平均件数

 科学技術分野における褒章受章者数 等

対象事業の活動状況

 教員1人当たり学生数、運営費交付金の交付法人数
 中期目標の前文に掲げる「法人の基本的な目標」に則して、
計画的に取り組んでいると認められる、国立大学法人数

 研究機関に在籍する研究者のうち女性の割合 等

その他

 プログラムに参加し博士課程を修了した学生の就職率
 支援大学における、博士課程修了者を採用した企業の数 等

博士課程学生の就職状況

 40歳未満の大学本務教員数
若手研究者数

この他、先端研究設備プラットフォームプロ
グラム/コアファシリティ構築支援プログラム
によるエンジニアの育成など、統合イノベ戦
略の記載にあり指標にないものもある。

博士号
取得者

博士課程学生への
経済的支援

産業界の博士号
取得者採用者

若手教員比率

若手ﾃﾆｭｱ教員
ﾃﾆｭｱﾄﾗｯｸ教員

F

G

H

I

E

過去・継続施策名称 実施期間 実施主体 施策の目的・概要

博士課程教育リーディングプロ
グラム

2011～2019 
年度

文部科学省 優秀な学生を俯瞰力と独創力を備え広く産学官にわたりグローバルに活躍するリーダーへ
と導くため、国内外の第一級の教員・学生を結集し、産・学・官の参画を得つつ、専門分
野の枠を超えて博士課程前期・後期一貫した世界に通用する質の保証された学位プロ
グラムを構築・展開する大学院教育の抜本的改革を支援し、最高学府にふさわしい大
学院の形成を推進する事業

スーパーグローバル大学創生
支援事業

2014 ～
2023年度

文部科学省 世界トップレベルの大学との交流・連携を実現し、加速するための新たな取り組みや、人
事・教務システムの改革、学生のグローバル対応力育成のための体制強化など、国際化
を徹底して進める大学を重点支援

卓越大学院プログラム 2018 年度～ 文部科学省 「各大学が自身の強みを核に、これまでの大学院改革の成果を生かし、国内外の大学・
研究機関・民間企業等と組織的な連携を行いつつ、世界最高水準の教育力・研究力
を結集した5年一貫の博士課程学位プログラムを構築することで、あらゆるセクターをけん
引する卓越した博士人材を育成するとともに、人材育成・交流及び新たな共同研究の
創出が持続的に展開される卓越した拠点を形成する取組を推進する事業

科学技術人材育成のコンソー
シアムの構築事業

2015年度～
2020年度

文部科学省 複数の大学・研究機関等でコンソーシアムを形成し、企業等とも連携して、若手研究者
及び研究支援人材の流動性を高めつつ、安定的な雇用を確保することで、キャリアアップ
を図るとともに、キャリアパスの多様化を進める仕組みを構築するモデルとなる優れた取組
を支援することを目的とする事業

過去に実施されていた主な施策及び主な継続施策

明らかにすべき項目 分析結果（イメージ）
A-2 基本計画に紐づく具体

的な取組（施策群）
が着実に実施されてい
るか。

 目標に向けた取組としては、大別して博士課程学生の経済支援と、キャリアパス拡充（民間、大学ポスト確保、
高度専門職人材）等に関する施策に整理。

 博士課程学生への経済的支援については、次世代研究者挑戦的研究プログラム等大規模な施策が立ち上がっ
ている。今後の10兆円ファンドにより継続見込み。

 大学ポスト確保に向けた施策としては主に大学の取組を促進する施策が実施。民間へのキャリアパス拡充について
は相対的に施策が少なく、財政支援とキャリアパス支援が連動していない既存施策も存在するが、経済的支援に
併せて実施される大学における取組も拡大見込み。

 行政事業レビューによれば、各施策のアウトプット・アウトカムとして、基本計画の主要指標である40歳未満の大学
本務教員数等は挙げられているが、直接的に、産業界による理工系博士号取得者の採用者数等に接続している
施策は確認できない。

施策実施状況分析

基本計画に基づいて実施された施策の実施状況を分析

主要施策
の分析

主要施策以外の
分析

統合戦略の記載のみからでは、
直ちに主要施策を特定できない

統合戦略に書かれていないものの、基本計画に関連が
深く、目標に影響を与えうる施策が存在する可能性が
あるが、全ての特定は困難であり、効果的・効率的な実
施方法が必要

項目毎の関連予算や量的な寄与度は分析できることが望ましいが、関連
施策の全てを網羅できないため、効果的・効率的な実施方法が必要

あくまでも現時点で実施されている施策であり、計画期
間全体で実施された・される施策の分析ではない

統合戦略に基づいて基本計画の「具体的な取組」
に示された施策を特定、施策群として図式化 行政事業レビュー等に基づいて主要施策の情報を収集

し、指標に着目して目標との関連・寄与を検討

統合戦略に記載された「以外」に関連する施策
を参考情報として収集

成果 2 施策群の見える化、フラッグシップ施策の立ち上がりと基本計画の方向性への貢献を示せた。

課題 2 施策群を全体俯瞰するためには効果的・効率的な情報収集方法が必要。

関連する施策群を見える化し、フラッグ
シップ施策の位置づけを示せた

施策の目的は複数であり、基本計画の方向性との関
係が明確な施策と対応を把握しづらい施策がある
（さまざまな施策での副次的に取り組まれている等）

個別施策の分析・把握に陥らず、施策群をみるた
めには、全ての把握を目指すのではなく、効果
的・効率的な実施方法が必要

第142回評価専門調査会 P60 2022/3/8
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・・・・・・・・
・・・・・・・・
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・・・・・・・・
・・・・・

・・・・・・・・
・・・・・・・・
・・・・・・・・
・・・・・

先行文献・統計
（当該取組に関わる

先行研究論文・調査報告書等）

2. 重要な要因についての文献調査・分析
重要な要因に対して先行文献・統計からデータ・事例・分析を収集

目標達成状況の原因は何か
現場ではどのような取組が行われているか
海外ではどのような解決策がとられているか

重要課題、追加的に考えられる対策を評価専調・検討会で議論検討。

3. 評価専調及び検討会による議論

A-3 基本計画の進捗に影響を与えている要因と、改善に向けて対応すべき課題は何か。

1. A-1目標達成状況分析とA-2施策実施状況分析の関係
指標の変化等や、施策群の実施状況・強度の関係等を分析。

総合分析

不十分← A-2 施策の実施状況 →十分

十分
↑

A-1
目標の
達成状況

↓
不十分

項目1

項目2

項目3

第142回評価専門調査会 P61
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試行結果 A-3 総合分析

明らかにすべき項目 分析結果（イメージ）
A-1 基本計画の目標が達

成されているか。
 主要・参考指標の多くでこれまでの状況（第5期期間）は停滞～悪化しており、必要な施策が実施されることなく、
このままの傾向が続けば主要指標の目標達成は困難。

 博士課程を取り巻く環境は全体的悪化。博士課程修了後のキャリアについては、産業界での採用者数や若手の
大学本務教員数は減少。追加指標からは、博士課程や若手研究者の置かれた環境悪化が確認できる。

 民間企業の研究開発者採用では、博士新卒は低調、修士新卒も減少し、学部新卒が増加傾向。規模が大き
な企業で博士課程修了者を採用する傾向がある一方、一度も採用したことがない企業も多い。

指標による
目標達成状況分析

A-1指標による目標達成状況分析の結果

68【先行調査1-1】 NISTEP「第3期科学技術基本計画のフォローアップに係る調査研究」
「大学・大学院の教育に関する調査」（2009）

調査の概要
 我が国の理工系の大規模研究型大学院の実態と課題を把握し、海外事例（米英等
のトップクラス大学）との比較分析を通じて改善の示唆を得た。

 2002年度から2006年度にかけて、我が国の大学において博士課程を修了した者（満
期退学者を含む）全員を対象としてデータを回収

結論・示唆 （調査結果からの論点と、プロジェクト委員会からの提言を以下のように整理）

備考  基本計画として大学（院）教育について本格的に議論する前段階に相当。

区分 論点
質の高い大学
院生確保

博士課程進学の隘路の解消 (1) 博士課程修了後の雇用に関連する課題の解決（①学生と企業によるマッチング機会の拡大 ②長期的視点に立ったアカデミック・ポス
ト構成比率の適正化 ③キャリアパス情報の収集・公開および活躍事例の普及広報）
(2) 効果的な経済的支援への見直し（競争的資金等の研究費を通じた博士課程学生への支援、メリハリのある経済的支援）
(3) 就職活動の適正化

入学する学生の質の確保 (1) 収容定員とその運用の適正化
海外からの優秀な学生の確保 (1) 留学生・指導する教員の立場に立った優秀な留学生獲得の検討

大学院教育の
改善

人材育成目標の具体化と学習プロ
セスの可視化

(1) 多様な進路に対応する到達目標のスキル・知識レベルでの具体化
(2) 研究指導を含む学習プロセスの可視化

多様な学生を確実に教育できる体
系的な仕組みの導入

(1) 体系的なカリキュラムの整備と履修指導の強化
(2) 知識習得を検証し、学習動機を高めるための仕組みの導入
(3) 共通的な研究スキルの標準化・コースワーク化

幅広い知識・スキルや国際性を身
につけさせる仕組みの導入

(1) 研究室（研究テーマ）の枠を超えた教育指導の必要性
(2) 多様な進路に対応するカリキュラムの整備
(3) 修了者の国際的な活躍を促すための教育環境の整備

継続的に教育の質を向上させる取
り組みの導入

(1) 内部・外部評価の活用
(2) 教育活動に対する積極的な評価

教員が教育に注力できる体制・支
援の実現

(1) 専門性を有するスタッフの充実と業務の効率化
(2) TA の積極的な活用

プロジェクト委員会からの提言
1． 教員が教
育・研究活動
に注力できる
体制の確立

(1) 業務支援体制の確立

(2) 学生と教員数の適正化
(3) 研究費の充実
(4) 施設設備等整備の必要性

2． 大学院教
育の改善

(1) 優秀な学生の育成
(2) 多様な経済的支援を可能とす
る制度
(3) 教員の教育力向上
(4) 大学院教育に対応した高度
な教養教育
(5) 学部、修士、博士の年限等
制度的検討の必要性

明らかにすべき項目 分析結果（イメージ）
A-2 基本計画に紐づく具体

的な取組（施策群）
が着実に実施されてい
るか。

 目標に向けた取組としては、大別して博士課程学生の経済支援と、キャリアパス拡充（民間、大学ポスト確保、
高度専門職人材）等に関する施策に整理。

 博士課程学生への経済的支援については、次世代研究者挑戦的研究プログラム等大規模な施策が立ち上がっ
ている。今後の10兆円ファンドにより継続見込み。

 大学ポスト確保に向けた施策としては主に大学の取組を促進する施策が実施。民間へのキャリアパス拡充について
は相対的に施策が少なく、財政支援とキャリアパス支援が連動していない既存施策も存在するが、経済的支援に
併せて実施される大学における取組も拡大見込み。

 行政事業レビューによれば、各施策のアウトプット・アウトカムとして、基本計画の主要指標である40歳未満の大学
本務教員数等は挙げられているが、直接的に、産業界による理工系博士号取得者の採用者数等に接続している
施策は確認できない。

施策実施状況分析

A-2 施策実施状況分析の結果

明らかにすべき項目 分析結果（イメージ）
A-3 基本計画の進捗に影

響を与えている要因と、
改善に向けて対応すべ
き課題は何か。

 博士課程学生への経済的支援：今年度から大幅に拡充され目標の達成への道筋が見えてきている。10兆円
ファンドの取組が開始されるまで着実に取組が継続されるかが課題。経済的支援が博士課程進学率（参考指
標）の向上にどの程度寄与するかは今後検証が必要。

 博士課程修了後のキャリアパス拡大：大規模な追加施策がないことや、大学での取組に拠るところが大きいこと
もあり、経済的支援に併せて実施される取組の大学への波及効果を含め、大学におけるエンプロイアビリティ（就
業能力）向上も含めたキャリアパス支援や取組の状況・結果を把握していくことが必要。さらに、学術分野別傾向、
採用後のキャリアを把握するためのデータが不十分であり、関係機関の既存調査の活用を含め、今後状況把握が
必要。

総合分析
（A-1+A-2）

要因や重要課題について総合的に分析

先行的な調査や分析

比較

既に明らかになっ
ている要因等

短期に既存情報を収集したが、新たな調査や分析は実施できなかっ
た。今後既存の分析の蓄積がない分野に展開した場合には課題あり。

全体俯瞰はできたが、効率的・効果的に掘り下げるためには、
分析項目の中でもさらに検討対象の絞り込み（焦点化）が
有効ではないか
（例:「優秀な若者の博士後期課程への進学」
→「博士後期課程進学後の将来の活躍」）

成果 3 目標の達成状況と施策の実施状況を比較し、今後取り組むべき重要課題を提示した。

課題 3 限られた期間に要因や必要な対応の特定を深めるためには、総合分析対象の焦点化が必要。

基本計画や年次戦略策定等の際の
エビデンスに有効な分析ができた

施策が行われていないため
に目標を達成できないのか、
施策が行われているが目標
を達成できないのかを検討
できた。
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B ロジックチャートや指標の設定等で改善すべき点はあるか。

2. A-1～A-3の分析を試行

3. 評価専調及び検討会による議論

1. 基本計画をもとにロジックチャート・指標を再構成

２．知のフロンティアを開拓し価値創造の源泉となる研究力の強化

【大目標】
・多様性や卓越性を持った「知」を創出し続ける、
世界最高水準の研究力を取り戻す

第２章 Society 5.0の実現に向けた科学技術・イノベーション政策

【参考指標】
○国際的に注目される研究領域（サイエンスマップ）への参画数、参画割合
○特許に引用される論文数
○被引用数 Top10％補正論文数、総論文数に占める割合

（１）多様で卓越した研究を生み出す環境の再構築

【目標】
・優秀な若者が、アカデミア、産業界、行政など様々な分野において活躍でき
る展望が描ける環境の中、経済的な心配をすることなく、自らの人生を賭け
るに値するとして、誇りを持ち博士後期課程に進学し、挑戦に踏み出す。

・基礎研究・学術研究から多様で卓越した研究成果の創出と蓄積が進むととも
に、これを可能とする研究者に対する切れ目ない支援が実現する。

・ダイバーシティが確保された環境の下、個々の研究者が、腰を据えて研究に
取り組む時間が確保され、自らの専門分野に閉じこもることなく、多様な主体
と活発な知的交流を図り、海外研さん・海外経験の機会も通じて、刺激を受
けることにより、創発的な研究が進み、より卓越性の高い研究成果が創出さ
れる。

(b)あるべき姿とその実現に向けた方向性

(c)具体的な取組み

① 博士後期課程学生の処遇向上とキャリアパスの拡大

② 大学等において若手研究者が活躍できる環境の整備

③ 女性研究者の活躍促進

大目標

中目標

(施策群)

主要指標

（テーマ）

……………………(本文略) …………………

…………………(本文略) …………………

…………………(本文略) …………………
【現状データ】（参考指標）
・総論文数に占める被引用数 Top10％補正論文数の割合：8.3%(2016-2018年)
・総論文数及びその国際シェア：81,095 本、5.3%(2016-2018年(3年移動平均))
・国際的に注目される研究領域(サイエンスマップ)への参画数、
参画割合：274 領域、30%（2013−2018年）

・人口当たりの博士号取得者数：人口100 万人当たり 119 人(2017年)

(a)現状認識

参考指標

…………………(本文略) …………………

…

【科学技術・イノベーション政策において目指す主要な数値目標】（主要指標）
・生活費相当額程度を受給する博士後期課程学生：優秀な
博士後期課程学生の処遇向上に向けて、2025年度まで
に、生活費相当額を受給する博士後期課程学生を従来の
3 倍に増加（修士課程からの進学者数の約７割に相当）。また、将来的に、
希望する優秀な博士後期課程学生全てが生活費相当額を受給。

・産業界による理工系博士号取得者の採用者数：年当たりの採用者数につ
いて、2025 年度までに約1,000 名増加（2018 年実績値は、理工系博士号
取得者 4,570 人中 1,151 人）。

…………………(本文略) …………………

…………………(本文略) ……………………

…

章

節

項
我が国が目指す社会

（「Society 5.0の実現」）
大目標

大目標

中目標

中目標

中目標

具体的な取組
(施策群)

個別施策

個別施策

個別施策
具体的な取組

(施策群)

第６期 科学技術・イノベーション基本計画
整理・体系化（社会像から、プログラムの妥当性・関係性までを整理）

具体的な取組
(施策群)

個別施策

個別施策

統合イノベーション戦略
施策群（具体的な取組）を詳細化
（各施策群と個別施策を紐づけ）

最上位の目標
最上位の目的の目標を
実現するために位置付け
られた目標（３目標）

中目標を実現するために
位置付けられた
具体的な取組（施策群）

分析を行うにあたり、大目標
の実現するために定めた
中目標（１１目標）（テーマ）

具体的な取組（施策群）
を詳細化した施策

人口百万人当たりの博士号取得者数

331 
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先進諸国が人口当たりの博士号取得者を伸ばすなか、日本は20年以上横ばいを続けている。

支援を必要とする学生の継続的な
分析・フォローアップ

特別研究員（DC）制度、奨学金制
度、授業料減免等による継続的な支
援

大学ファンドの運用益の活用やそれに
先駆けた支援強化

競争的研究費等からのRAとしての
適切な水準での給与支給

大学フェローシップ創設事業

2019年度に調査を実施【継続】

創発的研究推進基金の積み増しに
より約7000人に支援開始【2020年
度拡充】

継続的な支援【継続】

10兆円規模の大学ファンドの創設に
よる経済的支援【今後】

関係府省申合せ策定（RA経費等
の適正な支出）【2020年度拡充】

運営費交付金における授業料減免
予算の充実【2021年度拡充】

47大学、約1000人に支援開始
【2021年度拡充】

指導教員の評価への反映促進

長期有給インターンシップの開始

企業と大学のマッチング制度の創設

PEAKS等の場で検討【今後】

ジョブ型研究インターンシップ推進協
議会の開始【2021年度】

官民による若手研究者発掘支援事
業の開始【2020年度拡充】

統合イノベ戦略第6期基本計画

実施済・継続

今後実施

新規・大幅拡充
①博士後期課程学生の処遇向上とキャリアパスの拡大

学生への経済的支援

産業界等へのキャリアパス拡大

文部科学省先導的大学改革推進委託事業「博士課
程学生の経済的支援状況に係る調査研究」

2020年度予算：国立大学運営費交付金高等教育
修学支援新制度の授業料等減免分 264億円

2021年度予算：私立大学等経常費補助高等教育修
学支援新制度の授業料等減免分 1,892億円

2020年度：競争的研究費におけるRA経費等の適正
な支出の促進について（令和３年３月２６日）

第５０回総合科学技術・イノベーション会議議事要旨
（令和２年７月１６日）での指摘

2021年度：4.5兆円：政府出資0.5兆円（2020年
度第3次補正予算）・財政投融資4兆円（2021年
度）+4.9兆円（2022年度要求）→10兆円規模へ
2022年度：10億円のJST出資金（要求）

2021年度：科学技術イノベーション創出に向けた大学
フェローシップ創設事業
2021年度：24億円（補正等含む）
2022年度：38億円（要求）

官民による若手研究者発掘支援事業（NEDO・
AMED）
2021年度：17.7億円（補正等含む）
2022年度：19億円（概算要求）

ジョブ型研究インターンシップ推進協議会
※４５企業、４５大学により設立（令和３年８月１
０日時点）

創発的研究支援事業（うち、博士支援強化）
2020年度：26億円→800人支援

特別研究員制度事業 2022年度：170億円（要
求）
博士の奨学金業績優秀者返還免除の拡充（45%）

次世代研究者挑戦的研究プログラム2022年度：58
億円（要求）・2020年度174億円（補正）→6000
人支援

イメージ
イメージ
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